厚木市中小企業資金融資利子補給要綱

（趣旨）
第１条　この要綱は、市内に事業所等を有する中小企業者の事業の振興及び経営の安定化を図るため、予算の範囲内において厚木市中小企業資金融資利子補給金（以下「補給金」という。）を交付することについて、厚木市補助金等交付規則（昭和45年厚木市規則第５号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（受給資格者）
第２条　補給金の交付を受けることができる者（以下「受給資格者」という。）は、次の各号のいずれかの資金融資を受けた者で、市内に事業所等を有し、市税を完納しているものとする。ただし、事業所等が市外へ転出等した者は、その翌月分から補給金の交付を受けることができない。
(1) 厚木市中小企業事業資金融資条例（昭和34年厚木市条例第33号）第４条第２号に基づく資金
(2) 厚木市小口零細企業資金融資要綱（平成20年４月１日施行）に基づく資金

(3) 厚木市中小企業景気対策資金融資要綱（平成５年４月１日施行）に基づく資金
(4) 神奈川県中小企業制度融資要綱（平成12年４月１日施行。以下「県融資要綱」という。）第10条第１号に基づく資金（創業支援融資に限る。）
(5) 小規模事業者経営改善資金融資制度要綱（昭和48年中小企業庁第1154号）に基づく資金

（補給金の不交付）
第３条  市長は、受給資格者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補給金を交付しないものとする。
(1) 受給資格者が融資を受けた資金の償還を延滞した場合等で期限の利益を喪失したとき。

(2) 受給資格者が融資の条件を大幅に変更したとき。

(3) 受給資格者が代位弁済を受けたとき。

(4) 受給資格者が営業を取りやめたとき。
（補給の対象）
第４条  補給の対象となる利子は、融資契約に基づく利率に係る利子（以下「約定利子」という。）とする。
（補給金の額）
第５条  補給金の額は、第２条各号に掲げる資金の融資に係る毎年１月１日から同年12月31日まで（利子の支払が後払いとなっている場合については、毎年２月１日から翌年１月31日まで）の間（以下「補給対象期間」という。）に支払った約定利子の合計額の50パーセント以内の額とし、200,000円を限度とする。
２  補給金の額に100円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。

（補給期間）
第６条　補給金を交付する期間は、36箇月（県融資要綱に基づく資金の融資を受けた場合にあっては24箇月）とする。
（補給金の申請）
第７条  補給金の交付を受けようとする受給資格者（以下「申請者」という。）は、補給対象期間に支払った約定利子について、借入先金融機関の証明を受けた厚木市中小企業資金融資利子補給金交付申請書兼約定利子支払額証明書（以下「利子補給金交付申請書兼証明書」という。）に役員等氏名一覧表を添えて市長に申請しなければならない。

２  市長は、受給資格者が補給対象期間終了後の最初の２月末日までに補給金の交付申請をしなかった場合は、当該申請に係る期間の補給金の交付を行わないものとする。
（補給金の交付決定）
第８条  市長は、利子補給金交付申請書兼証明書を受理した場合は、その内容を審査し、補給金を交付することを決定したときは厚木市中小企業資金融資利子補給金交付決定通知書により、交付しないことを決定したときは厚木市中小企業資金融資利子補給金不交付決定通知書により申請者に通知するものとする。

（補給金の交付）
第９条  市長は、補給金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）からの請求に基づき、請求書を受理した日から30日以内に補給金を支払うものとする。
（変更の届出）
第10条  交付決定者は、補給対象期間中に、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに厚木市中小企業資金融資利子補給受給資格者変更届を市長に提出しなければならない。

(1) 個人事業にあっては屋号又は事業者の住所若しくは氏名（法人にあっては所在地、名称又は代表者の氏名）等に変更があったとき。
(2) 融資条件に変更があったとき。

（交付決定の取消し及び返還）
第11条  市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補給金の交付を取り消すことができる。この場合において、既に交付した補給金があるときは、その全部又は一部を返還させることができる。
(1) 偽りその他不正な手段により融資又は補給金の交付を受けたとき。
(2) この要綱の規定に違反したとき。

(3) 受給資格者が、融資を受けた資金の使途に従って使用しないとき。
２　前項の規定及び厚木市中小企業信用保証料補助要綱（昭和63年４月１日施行）第７条の規定により交付決定者が補給金の返還を命ぜられた場合において、指定された期日までに、補給金を返還しないときは、当該交付決定者の新たな補給金の交付申請を認めないものとする。

附  則
１  この要綱は、平成３年４月１日から施行する。
２  この要綱施行の際に、融資要綱附則第２項に掲げる要綱に基づき融資を受けている者については、融資要綱により融資されたものとみなす。
３  平成３年度分に係る補給金の交付については、第４条中「毎年１月１日」とあるのを「平成３年４月１日」とする。
      附  則
１  この要綱は、平成５年４月１日から施行する。
２  この要綱の施行前に旧要綱の規定に基づき作成された各様式は、当分の間使用することができる。
      附  則
  この要綱は、平成８年４月１日から施行する。
      附  則
１  この要綱は、平成10年12月１日から施行する。
２  この要綱の施行前に旧要綱の規定に基づき作成された各様式は、当分の間使用することができる。
      附  則
  この要綱は、平成12年１月17日から施行する。
      附  則
  この要綱は、平成12年４月１日から施行する。
      附  則
  この要綱は、平成13年９月26日から施行する。
　　　附  則
  この要綱は、平成14年４月１日から施行する。

　　　附  則
  この要綱は、平成16年４月１日から施行する。

  ただし、この要綱の施行前に貸付けを受けた者については、従前の例による。

　　　附  則
  この要綱は、平成17年４月１日から施行する。

　　　附  則
  この要綱は、平成18年４月１日から施行する。

附  則
  この要綱は、平成19年４月１日から施行する。

ただし、この要綱の施行前に貸付けを受けた者については、従前の例による。

附  則
（施行期日）

１　この要綱は、平成20年４月１日から施行する。

（経過措置）
２  改正後の要綱の施行の際現に改正前の要綱に規定された資金の貸付けを受けている者は、改正後の要綱第２条に規定する受給資格者とみなす。

附  則

この要綱は、平成21年12月１日から施行する。

附  則
  この要綱は、平成22年12月１日から施行する。

ただし、この要綱の施行前に貸付けを受けた者については、従前の例による。

      附  則
  この要綱は、公布の日から施行し、平成23年４月１日から適用する。

附　則

  この要綱は、平成24年２月１日から適用する。
附  則
  この要綱は、平成24年４月１日から施行する。

ただし、この要綱の施行前に貸付けを受けた者については、従前の例による。
附  則
  この要綱は、平成25年４月１日から適用する。

附  則
  この要綱は、平成27年４月１日から適用する。

附  則
  この要綱は、平成29年４月１日から施行する。

ただし、この要綱の施行前に貸付けを受けた者については、従前の例による。

附  則
  この要綱は、平成30年４月１日から施行する。
附  則
  この要綱は、令和元年12月１日から施行する。
附  則
  この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
附  則
  この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
附  則
１  この要綱は、令和６年７月１日から施行する。
２　この要綱の施行前に中小企業信用保険法（昭和25年法律第264号）第２条第５項第４号又は中小企業信用保険法第２条第６項の該当について市長の認定を受けた場合、貸付けを受けた資金に係る利子補給に対する補助は、なお従前の例による。
